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１
．
雇
用
・
失
業
の
動
向

（
１
）完
全
失
業
率
と
就
業
率
の
動
向

（
一
五
〜
二
四
歳
層
及
び
五
五
〜
六
四
歳
層

で
大
き
く
改
善
し
た
完
全
失
業
率
）

完
全
失
業
率
（
季
節
調
整
値
）
は
、
二
〇

〇
二
年
四
〜
六
月
期
に
四
半
期
値
で
過
去
最

高
の
五
・
四
％
（
男
性
五
・
七
％
、
女
性
五
・

一
％
）
と
な
っ
た
が
、
そ
の
後
低
下
し
、
二

〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
に
四
・
〇
％
（
男
性

四
・
一
％
、
女
性
三
・
九
％
）、
四
〜
六
月

期
に
三
・
八
％
（
男
性
三
・
九
％
、
女
性
三
・

六
％
）、七
〜
九
月
期
に
三
・
八
％
（
男
性
三
・

八
％
、女
性
三
・
七
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
第

１
図
）。

完
全
失
業
率
を
年
齢
階
級
別
に
み
る
と
、

一
五
〜
二
四
歳
層
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
七

年
（
一
〜
九
月
平
均
）
に
は
、
男
性
は
八
・

三
％
、
女
性
は
七
・
四
％
と
、
他
の
年
齢
階

級
に
比
べ
れ
ば
依
然
と
し
て
高
い
水
準
に
あ

る
も
の
の
、
男
性
は
二
〇
〇
三
年
（
一
一
・

六
％
）、
女
性
は
二
〇
〇
二
年
（
八
・
七
％
）

の
ピ
ー
ク
時
に
比
べ
れ
ば
低
下
し
て
お
り
、

特
に
二
〇
〇
七
年
に
入
っ
て
か
ら
の
改
善
が

大
き
い
。
ま
た
、
五
五
〜
六
四

歳
層
の
完
全
失
業
率
も
大
き
く

改
善
し
て
お
り
、
二
〇
〇
七
年

一
〜
九
月
平
均
で
み
て
男
性
が

四
・
〇
％
（
対
前
年
差
〇
・
六

％
ポ
イ
ン
ト
低
下
）、
女
性
で

が
二
・
三
％
（
対
前
年
差
〇
・

七
％
ポ
イ
ン
ト
低
下
）
と
改
善

し
た
（
第
２
図
）。

ま
た
、
完
全
失
業
者
数
も
減

少
し
て
お
り
、
非
自
発
的
失
業

者
、
自
発
的
失
業
者
と
も
に
減

少
傾
向
に
あ
る
。
な
お
、
完
全

失
業
率
の
直
近
の
動
き
に
つ
い

て
は
、二
〇
〇
七
年
七
月
に
三
・

六
％
ま
で
低
下
し
た
後
、
一
〇

月
に
は
四
・
〇
％
と
な
っ
た
。

（
高
齢
層
を
中
心
に
高
ま
っ
た

就
業
率
）

就
業
率
に
つ
い
て
は
、
二
〇

〇
七
年
に
入
っ
て
特
に
男
性
の

就
業
率
が
高
ま
っ
て
お
り
、
二

〇
〇
七
年
一
〜
九
月
平
均
の
就

第１図　男女別完全失業率の推移（季節調整値）

資料出所：　総務省統計局「労働力調査」
（注）グラフのシャドー部分は景気後退期

第２－１図　年齢階級別完全失業率の推移（男性）

資料出所：　総務省統計局「労働力調査」
（注）2006年までの値は年平均値、2006年1～9月及び2007年1～9月については1～9月の平均値
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厚
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労
働
省
政
策
統
括
官
付
労
働
政
策
担
当
参
事
官
室

概
況

▼　

完
全
失
業
率
は
、
新
規
学
卒
就
職
の

改
善
や
高
齢
者
雇
用
の
拡
大
を
背
景
に
、

若
年
層
及
び
高
齢
層
で
大
き
く
改
善
し
て

き
た
。
一
方
、
最
近
の
労
働
力
需
給
に
つ

い
て
は
、
情
報
通
信
業
、
製
造
業
、
サ
ー

ビ
ス
業
な
ど
を
中
心
に
新
規
求
人
数
が
減

少
し
、
有
効
求
人
倍
率
は
横
ば
い
傾
向
で

推
移
す
る
な
ど
、
今
ま
で
の
動
向
に
変
化

も
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
の
状
況
変

化
に
適
切
か
つ
機
動
的
に
対
応
で
き
る
よ

う
、
産
業
動
向
を
注
視
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
な
お
、
完
全
失
業
率
は
、

二
〇
〇
七
年
七
月
に
三
・
六
％
ま
で
低
下

し
た
後
、
一
〇
月
に
は
四
・
〇
％
と
な
っ

た
。
▼　

賃
金
に
つ
い
て
は
、
所
定
内
給

与
が
前
年
に
引
き
続
き
減
少
し
、
二
〇
〇

七
年
に
は
特
別
給
与
も
減
少
し
た
こ
と
か

ら
、
現
金
給
与
総
額
は
三
年
ぶ
り
に
減
少

す
る
見
込
み
で
あ
る
。
勤
労
者
家
計
に
つ

い
て
は
、
実
収
入
と
家
計
消
費
は
と
も
に

増
加
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
賃
金
は
減

少
し
た
も
の
の
、
雇
用
の
増
加
の
も
と
で

世
帯
に
お
け
る
働
き
手
が
増
え
た
こ
と
に

よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
賃

金
の
伸
び
悩
み
、
原
油
価
格
の
上
昇
な
ど

に
伴
う
消
費
者
心
理
の
要
因
も
あ
り
、
消

費
性
向
は
低
下
し
て
い
る
。
▼　

今
後
は
、

企
業
部
門
で
先
行
し
て
い
る
経
済
の
回
復

を
雇
用
の
拡
大
、
賃
金
の
上
昇
、
労
働
時

間
の
短
縮
へ
と
バ
ラ
ン
ス
よ
く
配
分
し
て

い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
内
需
の
自
律
的
な

成
長
に
支
え
ら
れ
た
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た

経
済
成
長
へ
移
行
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
ま
た
、
勤
労
者
家
計
に
お
い
て

将
来
見
通
し
が
立
て
に
く
く
な
り
、
不
安

心
理
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
も
、
消
費
購

買
意
欲
の
低
迷
に
影
響
し
て
い
る
も
の
と

み
ら
れ
、
一
人
一
人
の
労
働
者
が
自
ら
の

職
業
生
活
を
展
望
し
た
長
期
的
な
生
活
設

計
を
行
え
る
よ
う
支
援
し
て
い
く
こ
と

は
、
ま
す
ま
す
重
要
な
課
題
に
な
る
も
の

と
思
わ
れ
る
。
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業
率
は
男
女
計
で
五
八
・
一
％
（
前
年
同
期

比
〇
・
二
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）、男
性
で
七
〇
・

三
％
（
対
前
年
同
期
比
〇
・
三
％
ポ
イ
ン
ト

上
昇
）、
女
性
で
四
六
・
五
％
（
〇
・
一
％

ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
と
な
っ
て
い
る
。
特
に
、

男
性
の
六
〇
〜
六
四
歳
層
で
七
〇
・
四
％（
対

前
年
同
期
比
三
・
二
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
と

高
い
伸
び
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
高
齢
者

雇
用
の
拡
大
に
つ
い
て
は
、
後
に
み
る
よ
う

に
正
規
雇
用
者
の
増
加
が
大
き
い
。

（
堅
調
な
新
規
学
卒
就
職
と
進
展
す
る
高
齢

者
雇
用
）

二
〇
〇
六
年
三
月
の
新
規
学
卒
者
の
就
職

率
（
二
〇
〇
七
年
四
月
一
日
時
点
）
は
、
大

卒
で
九
六
・
三
％
（
前
年
同
期
比
一
・
〇
％

ポ
イ
ン
ト
上
昇
）、短
大
卒
で
九
四
・
三
％（
前

年
同
期
比
三
・
五
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
と
な

っ
た
。
ま
た
、
高
卒
の
就
職
内
定
率
（
二
〇

〇
七
年
六
月
末
時
点
）
は
、九
八
・
四
％
（
前

年
同
期
比
〇
・
三
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
と
な

り
、
い
ず
れ
も
改
善
基
調
で
推
移
し
て
い
る
。

新
規
学
卒
者
に
対
す
る
企
業
の
採
用
意
欲
が

堅
調
で
あ
る
こ
と
が
、
若
年
者
の
失
業
率
改

善
の
要
因
と
考
え
ら
れ
る（
第
３
表
）。
ま
た
、

高
年
齢
層
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
「
団
塊

の
世
代
」（
一
九
四
七
年
か
ら
一
九
四
九
年
生

ま
れ
の
者
）
が
、
二
〇
〇
七
年
に
六
〇
歳
に

到
達
し
て
い
る
が
、
そ
の
層
の
雇
用
者
の
増

加
が
就
業
率
の
向
上
に
大
き
く
寄
与
し
て
い

る
。
こ
の
背
景
と
し
て
は
、
改
正
高
年
齢
者

雇
用
安
定
法
に
基
づ
き
、
六
五
歳
ま
で
の
段

階
的
な
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
（
定
年
の

引
上
げ
、
継
続
雇
用
等
）
を
講
じ
る
こ
と
が

事
業
主
に
義
務
づ
け
ら
れ
た
こ
と
に
加
え
、

長
期
勤
続
者
の
職
務
経
験
を
企
業
も
必
要
と

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
雇
用
延
長
の
動
き
が

広
が
っ
て
い
る
こ
と
、
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

（
２
）労
働
力
需
給
と
雇
用
の
動
向

（
今
後
の
産
業
動
向
が
懸
念
さ
れ
る
求
人
の

動
き
）

労
働
力
需
給
を
、
厚
生
労
働
省
「
職
業
安

定
業
務
統
計
」
で
み
る
と
、
求
人
に
つ
い
て

は
、
有
効
求
人
数
は
二
〇
〇
二
年
の
一
〜
三

月
期
か
ら
、
新
規
求
人
数
は
二
〇
〇
一
年
の

一
〇
〜
一
二
月
期
か
ら
、
長
期
的
に
増
加
し

て
き
た
が
、
二
〇
〇
六
年
七
〜
九
月
期
以
降

減
少
し
、
二
〇
〇
七
年
七
〜
九
月
期
に
お
い

て
は
、
新
規
求
人
数
（
季
調
値
）
が
八
一
万

人
、
有
効
求
人
数
（
季
調
値
）
が
二
二
〇
万

人
と
な
っ
て
い
る
。

求
職
の
動
き
を
み
る
と
、
新
規
求
職
は
二

〇
〇
二
年
四
〜
六
月
期
以
降
、
有
効
求
職
は

二
〇
〇
二
年
七
〜
九
月
期
以
降
、
お
お
む
ね

減
少
傾
向
に
あ
る
。
新
規
求
職
の
減
少
率
は

有
効
求
職
の
減
少

率
に
比
べ
大
き
く
、

二
〇
〇
七
年
七
〜

九
月
期
に
は
、
新

規
求
職
者
数
（
季

調
値
）
は
五
三
万

人
、
有
効
求
職
者

数
（
季
調
値
）
は

二
〇
八
万
人
と
な

っ
て
い
る
（
第
４

図
）。
有
効
求
職

者
の
減
少
率
が
相

対
的
に
小
さ
い
こ

と
か
ら
、
求
職
者

の
滞
留
傾
向
が
懸

念
さ
れ
る
。

産
業
別
に
新
規

求
人
の
動
き
を
み

る
と
、
特
に
情
報

通
信
業
、
製
造
業
、

サ
ー
ビ
ス
業
の
新

規
求
人
の
減
少
が

大
き
く
、
一
〜
九

月
平
均
で
そ
れ
ぞ

第２－２図　年齢階級別完全失業率の推移（女性）

資料出所：　総務省統計局「労働力調査」
（注）1）2006年までの値は年平均値、2006年1～9月及び2007年1～9月については1～9月の平均値
　　　2）65歳以上については、統計的に有意であると考えられないので、掲載していない。

卒業年 中学卒 高校卒 専修学校卒 高専卒 短大卒 大学卒
（就職率）
 1997 年3月卒 96.7 98.5 91.5 100.0 90.5 94.5 
   98 95.5 98.2 89.5 100.0 86.6 93.3 
   99 92.1 96.8 86.3 100.0 88.4 92.0 
 2000 86.7 95.6 83.2 100.0 84.0 91.1 
   01 84.7 95.9 84.1 100.0 86.8 91.9 
   02 78.6 94.8 83.3 98.3 90.2 92.1 
   03 76.5 95.1 85.0 95.7 89.6 92.8 
   04 78.7 95.9 90.3 100.0 89.5 93.1 
   05 82.8 97.2 92.5 98.5 89.0 93.5 
   06 87.2 98.1 91.8 96.7 90.8 95.3 
   07 88.7 98.4 93.8 98.8 94.3 96.3 
資料出所：　厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」
　　　　　　文部科学省「大学，短期大学，高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調
（注）1）就職率とは、就職希望者に対する就職者の割合である。
　　　2）中卒及び高校卒の就職率は厚生労働省調べで、当年６月末日現在の状況。
　　　3）専修学校卒、高専卒、短大卒、大学卒の就職率は、当年４月１日現在の状況。
　　　4）短大卒は女子学生のみ。　　

第３表　新規学卒就職率の推移

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）　1）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
　　　　2）1973年から沖縄を含む。
　　　　3）新規学卒者を除きパートタイムを含む。

第４図　求人・求職の動き（季節調整値）

（単位：％）
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れ
対
前
年
比
一
一
・
五
％
減
、
八
・
六
％
減
、

八
・
三
％
減
と
減
少
し
て
い
る
。
製
造
業
の

中
で
は
、
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
、
電

子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
製
造
業
で
減
少
幅
が
大

き
く
、
情
報
通
信
業
の
新
規
求
人
も
減
少
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
Ｉ
Ｔ
関
連
産
業
の
労
働

力
需
要
が
弱
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

Ｉ
Ｔ
関
連
産
業
に
つ
い
て
は
、
在
庫
調
整
の

進
捗
か
ら
生
産
が
回
復
に
向
か
う
と
の
見
方

も
あ
る
が
、
現
在
の
と
こ
ろ
当
該
産
業
の
新

規
求
人
は
回
復
し
て
い
な
い
。
サ
ー
ビ
ス
業

の
新
規
求
人
減
に
つ
い
て
は
、
公
共
職
業
安

定
所
に
お
け
る
派
遣
求
人
受
理
の
適
正
化
の

取
組
も
影
響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、

後
に
み
る
よ
う
に
雇
用
者
数
も
減
少
し
て
い

る
こ
と
か
ら
産
業
自
体
の
動
向
に
も
注
意
す

る
必
要
が
あ
る
。

（
お
お
む
ね
横
ば
い
傾
向
で
推
移
し
て
い
る

有
効
求
人
倍
率
）

有
効
求
人
倍
率
（
季
調
値
）
の
動
き
を
み

る
と
、
二
〇
〇
六
年
七
〜
九
月
期
に
一
・
〇

八
倍
ま
で
上
昇
し
た
後
、
二
〇
〇
七
年
一
〜

三
月
期
に
一
・
〇
五
倍
、
四
〜
六
月
期
に
一
・

〇
六
倍
、
七
〜
九
月
期
に
一
・
〇
六
倍
と
な

っ
た
。
ま
た
、
新
規
求
人
倍
率
（
季
調
値
）

は
、
二
〇
〇
六
年
七
〜
九
月

期
に
一
・
五
八
倍
ま
で
上
昇

し
た
後
、
二
〇
〇
七
年
一
〜

三
月
期
に
一
・
五
一
倍
、
四

〜
六
月
期
に
は
一
・
五
五
倍
、

七
〜
九
月
期
に
一
・
五
三
倍

と
な
っ
た
。
こ
れ
ま
で
と
も

に
緩
や
か
な
上
昇
傾
向
に
あ
っ
た
有
効
求
人

倍
率
、
新
規
求
人
倍
率
で
あ
る
が
、
二
〇
〇

六
年
七
〜
九
月
期
に
バ
ブ
ル
崩
壊
以
降
の
ピ

ー
ク
を
つ
け
た
後
、
横
ば
い
傾
向
で
推
移
し

て
い
る
（
第
５
図
）。

正
社
員
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
二
〇
〇
六

年
一
〇
〜
一
二
月
期
及
び
二
〇
〇
七
年
一
〜

三
月
期
に
〇
・
六
六
倍
に
達
し
た
後
、
二
〇

〇
七
年
四
〜
六
月
期
に
〇
・
五
七
倍
（
対
前

年
同
期
差
〇
・
〇
一
ポ
イ
ン
ト
低
下
）、
七

〜
九
月
期
に
〇
・
六
一
倍
（
同
〇
・
〇
一
ポ

イ
ン
ト
低
下
）
と
な
っ
て
い
る
。
正
社
員
の

有
効
求
人
倍
率
は
、
全
体
の
求
人
倍
率
と
比

べ
、
こ
れ
ま
で

も
相
対
的
に
小

さ
な
改
善
に
と

ど
ま
っ
て
い
た

が
、
全
体
の
求

人
倍
率
の
改
善

の
鈍
化
に
伴
い
、

二
〇
〇
七
年
は
改
善
が
み
ら
れ
な
い
（
第
６

表
）。なお

、
企
業
の
雇
用
の
過
不
足
感
を
日
本

銀
行
の
「
全
国
企
業
短
期
経
済
観
測
調
査
」

で
み
る
と
、
雇
用
人
員
判
断
Ｄ
．
Ｉ
．（
全

産
業
）
は
二
〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
が
マ
イ

ナ
ス
一
二
ポ
イ
ン
ト
、
四
〜
六
月
期
が
マ
イ

ナ
ス
八
ポ
イ
ン
ト
、
七
〜
九
月
期
が
マ
イ
ナ

ス
九
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
て
お
り
、
企
業
の
雇

用
の
過
不
足
感
は
、
不
足
超
過
が
続
い
て
い

る
（
第
７
図
）。
産
業
別
に
見
る
と
、
ほ
と

ん
ど
の
産
業
で
企
業
の
雇
用
の
過
不
足
感
は

不
足
超
過
で
あ
り
、
特
に
運
輸
業
、
情
報
通

信
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
、

飲
食
店
・
宿
泊
業
で

不
足
超
過
が
大
き
く

な
っ
て
い
る
。

（
伸
び
が
鈍
化
し
た

雇
用
者
数
）

雇
用
者
数
に
つ
い

て
は
、
二
〇
〇
七
年

の
雇
用
者
数
を
み
る

と
、
二
〇
〇
七
年
一

〜
三
月
期
は
五
四
六

七
万
人
（
対
前
年
同

期
差
五
五
万
人
増
）、

四
〜
六
月
期
は
五
五

六
〇
万
人
（
同
六
〇

万
人
増
）、
七
〜
九

月
期
は
五
四
八
八
万

人（
同
三
九
万
人
増
）

と
増
加
が
続
い
て
い

る
。
し
か
し
な
が
ら
、

雇
用
者
数
の
増
加
の

動
き
を
二
〇
〇
六
年

と
比
較
し
て
み
る
と
、

全
体
的
に
雇
用
者
数

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」
（注）1）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
　　　2）有効求人倍率及び新規求人倍率については、1973年から沖縄を含む。
　　　3）完全失業率については、1973年7月から沖縄を含む。
　　　4）有効求人倍率及び新規求人倍率については、新規学卒者を除きパートタイムを含む。
　　　5）完全失業率の四半期値は、月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当参事官室にて単純平均したもの。

第５図　求人倍率及び完全失業率の推移（季節調整値）

年 期
全体の

有効求人倍率
（原数値）

正社員の
有効求人倍率
（原数値）

全体の
有効求人倍率
（季節調整値）

05

Ⅰ 0.96 0.59 0.91 
Ⅱ 0.87 0.53 0.94 
Ⅲ 0.95 0.57 0.97 
Ⅳ 1.05 0.63 0.99 

06

Ⅰ 1.08 0.66 1.03 
Ⅱ 0.98 0.58 1.06 
Ⅲ 1.06 0.62 1.08 
Ⅳ 1.13 0.66 1.07 

07
Ⅰ 1.10 0.66 1.05 
Ⅱ 0.98 0.57 1.06 
Ⅲ 1.00 0.61 1.06 

第６表　有効求人倍率の推移（全体と正社員）

第７図　雇用人員判断D.I.

資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（日銀短観）
（注）1） 2004年3月調査より調査方法が変更（調査対象企業の拡充、企業規模分類の変更等）となっており、調査方法

変更前と変更後の計数は接続していない。2003年12月は調査方法変更前の数値とともに調査方法変更後の参考
値を掲げている。

　　　2） 2007年3月調査より調査対象企業の見直しを行っており、調査対象企業変更前と変更後の計数は接続していな
い。2006年12月は調査対象企業の見直し前の数値とともに調査対象企業見直し後の参考値も掲げている。
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の
伸
び
が
鈍
化
し
て
き
て
お
り
、
ま
た
、
産

業
別
に
み
る
と
、
二
〇
〇
六
年
の
雇
用
者
数

の
伸
び
を
牽
引
し
て
い
た
サ
ー
ビ
ス
業
、
医

療
・
福
祉
に
お
い
て
減
少
し
て
お
り
、
サ
ー

ビ
ス
業
は
二
〇
〇
七
年
四
〜
六
月
期
に
七
八

九
万
人
（
同
一
四
万
人
減
）、
七
〜
九
月
期

に
七
七
二
万
人
（
同
一
一
万
人
減
）、
医
療

福
祉
は
二
〇
〇
七
年
七
〜
九
月
期
に
五
四
一

万
人（
同
一
二
万
人
減
）、と
な
っ
て
い
る（
第

８
図
）。
前
述
し
た
よ
う
に
、
サ
ー
ビ
ス
業

で
は
新
規
求
人
数
も
減
少
し
て
い
る
た
め
、

今
後
の
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
３
）就
業
形
態
別
の
雇
用
情
勢

（
増
加
傾
向
に
あ
る
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約

労
働
者
等
）

就
業
形
態
別
の
雇
用
の
現
状
に
つ
い
て
は
、

二
〇
〇
七
年
七
〜
九
月
期
に
は
、
役
員
を
除

く
雇
用
者
五
二
〇
七
万
人
に
対
し
、
正
規
の

職
員
・
従
業
員
が
三
四
七
一
万
人
（
六
六
・

七
％
）、
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等
が

一
七
三
六
万
人
（
三
三
・
三
％
）
と
な
っ
て

い
る
。
正
規
の
職
員
・
従
業
員
人
数
は
、
前

年
同
期
の
三
四
〇
八
万
人
と
比
べ
る
と
六
三

万
人
増
加
し
て
お
り
、
足
下
で
は
増
加
傾
向

が
み
ら
れ
る
。
正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
比

率
は
、
前
年
同
期
の
六
六
・
六
％
と
比
べ
る

と
、
〇
・
一
％
上
昇
し
て
い
る
（
第
９
表
）。

パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等
の
比
率
の

推
移
を
男
女
別
・
年
齢
階
級
別
に
み
る
と
、

全
体
と
し
て
上
昇
す
る
中
、
男
性
で
は
一
五

〜
二
四
歳
層
と
五
五
歳
以
上
の
層
、
女
性
で

は
全
年
齢
層
で
上
昇
幅
が
大
き
い
。
こ
こ
数

年
の
動
き
で
み
る
と
、
男
女
と
も
に
一
五
〜

二
四
歳
層
で
は
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員

等
の
比
率
が
他
の
年
齢
層
と
比
較
す
る
と
高

い
も
の
の
、
低
下
し
て
い
る
一
方
、
二
五
〜

三
四
歳
層
で
は
引
き
続
き
上
昇
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
い
わ
ゆ
る
フ
リ
ー
タ
ー
な
ど
若
年

不
安
定
就
業
者
に
つ
い
て
、
近
年
の
堅
調
な

新
規
学
卒
就
職
を
背
景
に
、
一
五
〜
二
四
歳

層
で
は
新
規
採
用
時
の
雇
用
の
改
善
が
進
ん

で
い
る
こ
と
、
二
五
〜
三
四
歳
層
に
お
い
て

は
、
正
規
雇
用
へ
の
移
行
が
困
難
で
あ
り
、

不
安
定
就
業
が
継
続
す
る
傾
向
が
あ
る
こ
と

な
ど
が
考
え
ら
れ
る
（
第
10
図
）。

ま
た
、
前
述
の
と
お
り
い
わ
ゆ
る
「
団
塊

の
世
代
」
の
就
業
者
が
増
加
し
て
お
り
、
二

〇
〇
七
年
七
〜
九
月
期
の
就
業
者
数
は
六
四

四
二
万
人
（
対
前
年
同
期
差
一
六
万
人
増
）

に
対
し
、
五
五
〜
六
四
歳
層
は
一
二
六
一
万

人
（
対
前
年
同
期
差
三
五
万
人
増
）
と
な
っ

て
い
る
。
こ
れ
ら
の

高
齢
者
層
の
就
業
形

態
に
つ
い
て
は
、
二

〇
〇
七
年
七
〜
九
月

期
で
み
る
と
、
男
性

の
高
齢
者
雇
用
の
増

加
は「
正
規
の
職
員
・

従
業
員
」
に
よ
る
も

の
が
最
も
大
き
く
、

二
〇
〇
七
年
七
〜
九

月
期
の
五
五
〜
六
四

歳
層
の
役
員
を
除
く

雇
用
者
増
三
三
万
人

（
対
前
年
同
期
差
）

の
う
ち
、
二
六
万
人

が
「
正
規
の
職
員
・

従
業
員
」
の
増
に
よ

る
も
の
で
あ
る
。

（
雇
用
形
態
に
対
す

る
意
識
）

  

現
在
の
雇
用
形

態
を
選
択
し
た
理
由

に
つ
い
て
厚
生
労
働

省
「
就
業
形
態
の
多

第８図　産業別の雇用者数(公務を除く）の前年同期比に対する寄与

資料出所：総務省統計局「労働力調査」

資料出所：（2000年～2001年）総務省統計局「労働力調査特別調査」（2月調査）
　　　　　（2002年～2007年）総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」（1～3月平均）
（注）　1）( )内は役員を除く雇用者総数に対する割合である。
　　　　2） 2002年に「パート・アルバイト」の数が減少し、「派遣社員,契約社員･嘱託,その他」が大きく増加している理

由として、「労働力調査（詳細集計）」の調査票が以前の「労働力調査特別調査」と異なっており、2001年ま
で「パート」又は「アルバイト」と回答していたような人が、2002年には「契約社員・嘱託」と回答している
可能性がある。

第9表　雇用形態別雇用者数の推移

年・期 役員を除く雇用者
正規の職員・
従業員

パート、派遣、契約社員等
パート・アルバイト 派遣社員,契約社員･嘱託,その他

パート アルバイト 派遣社員 契約社員・嘱 その他
2000 4903 3630 (74.0) 1273 (26.0) 1078 (22.0) 719 (14.7) 359 (7.3) 33 (0.7) 161 (3.3)
01  4999 3640 (72.8) 1360 (27.2) 1152 (23.0) 769 (15.4) 382 (7.6) 45 (0.9) 163 (3.3)
02 4891 3486 (71.3) 1406 (28.7) 1023 (20.9) 700 (14.3) 323 (6.6) 39 (0.8) 218 (4.5) 126 (2.6)
03 4941 3444 (69.7) 1496 (30.3) 1092 (22.1) 751 (15.2) 341 (6.9) 46 (0.9) 226 (4.6) 132 (2.7)
04 4934 3380 (68.5) 1555 (31.5) 1106 (22.4) 767 (15.5) 339 (6.9) 62 (1.3) 257 (5.2) 130 (2.6)
05 4923 3333 (67.7) 1591 (32.3) 1095 (22.2) 758 (15.4) 337 (6.8) 95 (1.9) 277 (5.6) 124 (2.5)
06 5002 3340 (66.8) 1663 (33.2) 1121 (22.4) 783 (15.7) 337 (6.7) 121 (2.4) 282 (5.6) 139 (2.8)
07 5120 3393 (66.3) 1726 (33.7) 1165 (22.8) 792 (15.5) 333 (6.5) 121 (2.4) 292 (5.7) 148 (2.9)
06 Ⅰ 5002 3340 (66.8) 1663 (33.2) 1121 (22.4) 783 (15.7) 337 (6.7) 121 (2.4) 282 (5.6) 139 (2.8)
Ⅱ 5101 3454 (67.7) 1647 (32.3) 1112 (21.8) 792 (15.5) 320 (6.3) 120 (2.4) 276 (5.4) 139 (2.7)
Ⅲ 5115 3408 (66.6) 1707 (33.4) 1151 (22.5) 812 (15.9) 340 (6.6) 126 (2.5) 286 (5.6) 144 (2.8)
Ⅳ 5132 3443 (67.1) 1691 (33.0) 1117 (21.8) 781 (15.2) 336 (6.5) 143 (2.8) 289 (5.6) 142 (2.8)

07 Ⅰ 5120 3393 (66.3) 1726 (33.7) 1165 (22.8) 829 (16.2) 337 (6.6) 121 (2.4) 292 (5.7) 148 (2.9)
Ⅱ 5215 3483 (66.8) 1731 (33.2) 1165 (22.3) 833 (16.0) 332 (6.4) 132 (2.5) 295 (5.7) 139 (2.7)
Ⅲ ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #####

資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」、「労働力調査（詳細結果）」
　（注）　1)　（1）は2002年までの就業構造基本調査によるものであり、1992年、1997年、2002年のデータである。
　　　　2)　（2）は2002年以降の労働力調査（詳細結果）によるものであり、2002年以降各年のデータである。
　　　　3)　（1）と（2）は調査が異なるため、連続しない

第10図　正規雇用者以外の雇用者比率の推移（男女別、年齢階級別）

（単位　万人、％）
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様
化
に
関
す
る
総
合
実
態
調
査
」
で
み
る
と
、

現
在
の
就
業
形
態
を
選
択
し
た
理
由
と
し
て
、

「
正
社
員
で
働
け
る
機
会
が
な
か
っ
た
か
ら
」

と
答
え
た
者
の
割
合
が
、
一
九
九
四
年
か
ら

二
〇
〇
三
年
に
か
け
て
パ
ー
ト
で
一
一
・
九

％
か
ら
二
一
・
六
％
へ
九
・
七
％
ポ
イ
ン
ト

増
、
派
遣
労
働
者
で
一
九
・
二
％
か
ら
四
〇
・

〇
％
へ
二
〇
・
八
％
ポ
イ
ン
ト
増
、
契
約
・

嘱
託
社
員
で
一
六
・
九
％
か
ら
三
六
・
一
％

へ
一
九
・
二
％
ポ
イ
ン
ト
増
と
大
き
く
増
加

し
て
い
る
。
ま
た
、
厚
生
労
働
省
「
パ
ー
ト

タ
イ
ム
労
働
者
総
合
実
態
調
査
」
で
み
る
と
、

一
九
九
五
年
か
ら
二
〇
〇
六
年
に
か
け
て
、

「
正
社
員
と
し
て
働
け
る
機
会
が
な
い
か
ら
」

と
答
え
た
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
割
合
が
、

一
三
・
七
％
か
ら
二
三
・
八
％
へ
一
〇
・
一

％
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

現
在
の
雇
用
形
態
に
対
す
る
労
働
者
の
意

識
に
つ
い
て
、
転
職
・
追
加
就
業
希
望
者
の

割
合
の
動
き
と
し
て
雇
用
形
態
別
に
み
る
と
、

景
気
回
復
を
背
景
に
、
二
〇
〇
四
年
以
降
は

お
お
む
ね
低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
が
、

依
然
と
し
て
正
規
雇
用
者
と
比
べ
パ
ー
ト
、

派
遣
、
契
約
社
員
等
の
転
職
・
追
加
就
業
希

望
は
高
く
、
ま
た
派
遣
労
働
者
、
契
約
・
嘱

託
社
員
に
つ
い
て
は
、
他
の
就
業
形
態
と
比

べ
改
善
幅
が
小
さ
い
（
第
11
図
）。

転
職
・
追
加
就
業
希
望
に
つ
い
て
、
一
九

九
七
年
か
ら
二
〇
〇
二
年
の
動
き
を
パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
、
派
遣
労
働
者
、
契
約
・

嘱
託
社
員
の
年
齢
別
に
み
る
と
、
派
遣
労
働

者
に
つ
い
て
は
一
五
〜
二
四
歳
層
及
び
五
五

〜
六
四
歳
層
で
大
き
く
増
加
し
、
契
約
・
嘱

託
社
員
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
に
つ
い
て

は
三
五
歳
以
上
の
層
で
増
加
し
て
い
る
。
転

職
・
追
加
就
業
希
望
者
は
、
そ
の
雇
用
形
態

で
働
く
労
働
者
が
、
別
の
職
に
就
き
た
い
、

あ
る
い
は
よ
り
働
い
て
賃
金
を
増
や
し
た
い

と
考
え
て
い
る
者
で
あ
り
、
一
五
〜
二
四
歳

層
の
派
遣
労
働
者
で
の
増
加
に

つ
い
て
は
、
新
規
採
用
に
あ
た

っ
て
企
業
が
正
社
員
の
採
用
を

抑
え
、
派
遣
労
働
者
に
よ
っ
て

補
っ
て
い
る
と
み
ら
れ
、契
約
・

嘱
託
社
員
及
び
パ
ー
ト
・
ア
ル

バ
イ
ト
で
三
五
歳
以
上
の
転

職
・
追
加
就
業
希
望
者
が
増
え

て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
中

途
採
用
者
を
契
約
・
嘱
託
社
員
等
で
雇
用
す

る
企
業
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
背
景
に
あ

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る（
第
12
図
）。

（
４
）地
域
別
の
雇
用
・
失
業
情
勢

（
変
化
が
み
ら
れ
る
地
域
別
の
雇
用
失
業
情

勢
）雇

用
失
業
情
勢
を
地
域
別
に
み
る
と
、
関

東
地
方
、
東
海
地
方
と
い
っ
た
大
都
市
圏
で

大
き
く
改
善
す
る
一
方
、
北
海
道
や
九
州
と

い
っ
た
地
方
で
は
、
相
対
的
に
小
さ
な
改
善

に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
二

〇
〇
七
年
の
地
域
間
の
雇
用
失
業
情
勢
を
比

較
す
る
と
、
全
体
と
し
て
雇
用
失
業
情
勢
は

改
善
し
て
い
る
が
、
そ
の
テ
ン
ポ
の
地
域
差

に
変
化
が
み
ら
れ
る
。
ま
ず
、
完
全
失
業
率

に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
六
年
に
横
ば
い
で
あ

っ
た
北
海
道
、
九
州
で
そ
れ
ぞ
れ
〇
・
二
％

ポ
イ
ン
ト
、
〇
・
三
％
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
て

い
る
一
方
、
昨
年
〇
・
六
％
ポ
イ
ン
ト
改
善

し
て
い
た
南
関
東
で
は
改
善
幅
が
〇
・
二
％

ポ
イ
ン
ト
と
縮
小
し
た
。

資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」、「労働力調査（詳細結果）」
　注　1)　（1）は2002年までの就業構造基本調査によるものであり、1992年、1999年、2002年のデータである。
　　　2)　1992年の就業構造基本調査では、派遣労働者、契約・嘱託、その他についてはデータがない。
　　　3)　（2）は2002年以降の労働力調査（詳細結果）によるものであり、2002年以降各年のデータである。
　　　4)　（1）と（2）は調査が異なるため、連続しない

第11図　転職・追加就業希望者割合（男女別、雇用形態別）

第12図　年齢別　転職・追加就業希望者割合

資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」

第13表　ブロック別の雇用失業情勢

資料出所： 総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
　（注）　1）　 完全失業率は原数値。有効求人倍率は季節調整値。

　　　 但し、北海道を除く各ブロックの有効求人倍率は、ブロック内の各
都府県の季節調整後の有効求人数の合計を有効求職者数の合計で
除したもの。

　2）　（　）内は前年同期差。
　3）　各ブロックの構成県は、以下の通り。

・北海道 北海道
・東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
・南関東 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
・北関東・甲信 茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県
・北陸 新潟県、富山県、石川県、福井県
・東海 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
・近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
・中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
・四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
・九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
 鹿児島県、沖縄県

完全失業率（％）
2007年1～9月平均

有効求人倍率（倍）
2007年1～9月平均

全国 3.9 (　　▲0.3) 1.06 (　　　0.00)
北海道 5.2 (　　▲0.2) 0.57 (　　▲0.03)
東　北 4.6 (　　▲0.4) 0.78 (　　　0.01)
南関東 3.7 (　　▲0.2) 1.15 (　　▲0.12)

北関東・甲信 3.2 (　　▲0.3) 1.28 (　　　0.09)
北　陸 3.4 (　　　0.1) 1.23 (　　　0.02)
東　海 2.8 (　　▲0.2) 1.61 (　　　0.06)
近　畿 4.5 (　　▲0.6) 1.11 (　　　0.04)
中　国 3.4 (　　　0.0) 1.17 (　　▲0.01)
四　国 4.2 (　　　0.0) 0.90 (　　　0.01)
九　州 4.9 (　　▲0.3) 0.76 (　　　0.03)
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ま
た
、
有
効
求
人
倍
率
に
つ
い
て
は
、
全

体
と
し
て
改
善
が
停
滞
す
る
中
、
二
〇
〇
六

年
に
〇
・
一
七
倍
ポ
イ
ン
ト
と
全
国
ト
ッ
プ

の
改
善
を
み
せ
た
南
関
東
に
お
い
て
、
二
〇

〇
七
年
は
マ
イ
ナ
ス
〇
・
一
二
倍
ポ
イ
ン
ト

と
全
国
で
最
も
大
き
な
低
下
と
な
っ
た
。
こ

の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
大
都
市
圏
で
大
き
く

改
善
し
、
地
方
で
は
小
幅
な
改
善
に
と
ど
ま

る
と
い
っ
た
雇
用
失
業
情
勢
の
地
域
間
の
動

き
に
若
干
の
変
化
が
み
ら
れ
、
大
都
市
圏
の

改
善
が
鈍
化
し
て
い
る
。（
第
13
表
）。

地
域
の
雇
用
情
勢
を
よ
り
詳
し
く
分
析
す

る
た
め
に
、
有
効
求
人
倍
率
の
高
い
上
位
三

都
県
と
、
下
位
七
道
県
の
最
近
の
有
効
求
人

倍
率
の
推
移
を
比
較
す
る
と
、
二
〇
〇
七
年

四
〜
六
月
期
ま
で
は
、
上
位
三
都
県
と
下
位

七
道
県
と
の
格
差
は
拡
大
し
て
い
た
が
、
そ

の
後
、
動
き
に
変
化
が
み
ら
れ
る
。
二
〇
〇

六
年
後
半
以
降
、
東
京
都
の
有
効
求
人
倍
率

は
低
下
し
、
直
近
の
上
位
三
地
域
は
愛
知
、

群
馬
、
栃
木
と
な
っ
た
。
東
京
都
な
ど
都
市

部
の
有
効
求
人
倍
率
の
低
下
に
つ
い
て
は
、

公
共
職
業
安
定
所
に
お
け
る
派
遣
求
人
等
の

適
正
化
の
取
組
が
影
響
し
て
い
る
も
の
と
み

ら
れ
る
（
第
14
図
）。

（
５
）今
後
の
雇
用
政
策
の
運
営

今
後
の
雇
用
政
策
に
お
い

て
は
、
依
然
と
し
て
完
全
失

業
率
が
高
い
若
者
や
雇
用
形

態
を
め
ぐ
る
問
題
に
対
応
す

る
た
め
、
正
社
員
へ
の
移
行

支
援
、
フ
リ
ー
タ
ー
の
常
用

雇
用
化
、
女
性
や
高
齢
者
の

就
業
促
進
等
を
進
め
る
と
と

も
に
、
雇
用
情
勢
の
地
域
差

に
対
応
す
る
た
め
、
改
正
地

域
雇
用
開
発
促
進
法
の
円
滑

な
施
行
に
よ
り
地
域
の
雇
用

創
出
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

地
域
の
雇
用
情
勢
を
注
視
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

ま
た
、
産
業
・
業
種
ご
と
に

み
れ
ば
、
労
働
力
需
給
の
動

向
に
も
変
化
が
み
ら
れ
る
こ

と
か
ら
、
今
後
の
状
況
変
化

に
適
切
か
つ
機
動
的
に
対
応

で
き
る
よ
う
、
産
業
動
向
を

注
視
し
て
い
く
こ
と
も
求
め

ら
れ
て
い
る
。

２　

賃
金
・
労
働
時
間

（
１
）賃
金
の
動
向

（
現
金
給
与
総
額
は
微
減
）

二
〇
〇
七
年
の
賃
金
の
動
向
を
、
厚
生
労

働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」（
調
査
産
業
計
、

事
業
所
規
模
五
人
以
上
）に
よ
り
み
る
と（
第

15
表
）、
ま
ず
、
現
金
給
与
総
額
は
、
一
〜

九
月
期
平
均
で
前
年
同
期
比
〇
・
六
％
減
と

な
っ
た
。
四
半
期
ご
と
に
み
る
と
、
二
〇
〇

六
年
一
〇
〜
一
二
月
期
に
前
年
同
期
比
で
横

ば
い
と
な
っ
て
以
降
マ
イ
ナ
ス
で
推
移
し
、

二
〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
同
〇
・
七
％
減
、

四
〜
六
月
期
同
〇
・
六
％
減
、
七
〜
九
月
期

同
〇
・
六
％
減
と
、
３
四
半
期
連
続
の
減
少

と
な
っ
た
。
こ
の
動
き
を
、
所
定
内
給
与
、

所
定
外
給
与
、
特
別
給
与
の
別
に
み
る
と
、

二
〇
〇
六
年
一
〜
三
月
期
以
降
所
定
内
給
与

の
減
少
が
続
い
て
い
る
。
ま
た
、
特
別
給
与

は
、
二
〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
以
降
減
少
し

て
い
る
。
所
定
外
給
与
は
、
所
定
外
労
働
時

間
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
増
加
基
調
に

あ
る
。

物
価
の
影
響
を
考
慮
し
た
実
質
賃
金
を
前

年
同
期
比
で
み
る
と
、
二
〇
〇
六
年
七
〜
九

月
期
以
降
減
少
が
続
い
て
い
る
。

就
業
形
態
別
の
現

金
給
与
総
額
を
み
る

と
、
二
〇
〇
七
年
一

〜
九
月
期
平
均
で
一

般
労
働
者
は
前
年
同

期
比
〇
・
一
％
減
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

者
は
同
〇
・
七
％
減

と
な
っ
て
い
る
。

（
所
定
内
給
与
と
春

季
賃
上
げ
率
）

所
定
内
給
与
は
、

二
〇
〇
五
年
一
月
か

ら
前
年
同
期
比
で
減

少
し
、
二
〇
〇
六
年

平
均
で
前
年
比
〇
・

三
％
減
と
な
り
、
二

〇
〇
七
年
は
一
〜
三

月
期
前
年
同
期
比

〇
・
五
％
減
、
四
〜

六
月
期
同
〇
・
四
％

減
、
七
〜
九
月
期
同

〇
・
二
％
減
と
減
少

が
続
い
て
お
り
、
一

資料出所：　厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）1） 2006年第Ⅲ四半期における上位3都県は愛知県、東京都、三重県、2007年第Ⅲ四半期における上位3県は愛知県、群

馬県、栃木県である。
2） 下位7道県は、2006年第Ⅲ四半期、2007年第Ⅲ四半期ともに北海道、青森県、秋田県、高知県、長崎県、鹿児島県、
沖縄県である。

3）（）内の数値は、2007年第Ⅲ四半期における順位
4）県名の後の数値は、2007年第Ⅲ四半期の有効求人倍率（季節調整値）

第14図　上位３都県及び下位７道県の有効求人倍率の推移（季節調整値）

年・期 　現金給与総額 実質賃金きまって支給
する給与 特別給与〔一般労働者〕 〔パートタイム労働者〕 所定内給与 所定外給与

額
2003年 341,898 414,089 94,026 278,747 260,153 18,594 63,151
04 332,784 413,325 94,229 272,047 253,105 18,942 60,737
05 334,910 416,452 94,514 272,802 253,497 19,305 62,108
06 335,774 417,933 95,232 272,614 252,809 19,805 63,160
06(1-9) 315,643 391,031 94,176 272,398 252,804 19,291 52,578
07(1-9) 315,115 390,841 94,129 271,728 252,118 19,469 51,229

前年比
2003年 -0.7 0.1 0.8 -0.4 (-0.3) -0.7 (-0.5) 3.5 (0.2) -2.5 (-0.5) -0.4
04 -0.7 0.3 0.6 -0.4 (-0.3) -0.7 (-0.5) 4.8 (0.3) -1.8 (-0.3) -0.7
05 0.6 0.7 0.5 0.3 (0.2) 0.2 (0.2) 1.6 (0.1) 2.1 (0.4) 1.0
06 0.3 0.3 0.7 0.0 (0.0) -0.3 (-0.2) 2.6 (0.1) 1.5 (0.3) -0.1
07(1-9) -0.6 -0.1 -0.7 -0.3 (-0.2) -0.4 (-0.3) 0.9 (0.1) -2.0 (-0.4) -0.1

前年同期比
2006 Ⅰ 0.3 [ 99.9 ] 0.2 1.6 0.1 (0.1) -0.1 (-0.1) 2.7 (0.2) 3.0 (0.1) 0.4

Ⅱ 0.6 [100.6 ] 0.9 0.5 0.0 (0.0) -0.1 (-0.1) 2.4 (0.1) 3.1 (0.6) 0.5
Ⅲ 0.1 [ 99.8 ] 0.1 0.3 -0.1 (-0.1) -0.3 (-0.2) 2.8 (0.2) 0.8 (0.1) -0.7
Ⅳ 0.0 [100.5 ] 0.1 0.6 -0.3 (-0.2) -0.6 (-0.4) 2.5 (0.1) 0.8 (0.2) -0.5

2007 Ⅰ -0.7  [99.2 ] -0.5 -0.9 -0.5 (-0.5) -0.5 (-0.5) 0.4 (0.0) -9.2 (-0.3) -0.7
Ⅱ -0.6 [100.1 ] 0.0 -0.8 -0.3 (-0.2) -0.4 (-0.3) 1.2 (0.1) -1.4 (-0.3) -0.5
Ⅲ -0.6  [99.2 ] -0.1 -0.5 -0.1 (-0.1) -0.2 (-0.2) 0.8 (0.1) -3.7 (-0.6) -0.4

第15表　内訳別賃金の推移

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）1） 2007年については1～9月期についてみており、額は各月の金額の単純平均、前年比は各月の指数の単純平均から算

出している。
　　　2）［　］内は現金給与総額の季節調整済指数。
　　　　　季節調整の方法は、センサス局法（X-12ARIMAのなかのX-11デフォルト）による。
　　　3） （　）内は現金給与総額の前年（同期）比への寄与度（厚生労働省労働政策担当参事官室試算）であり、各要素

（給与の種類）の前年からの増減の、前年の現金給与総額に対する比率となる。その合計は現金給与総額の増減率
に等しくなる（ただし、四捨五入の関係等から必ずしも一致しない）。

　　　4）調査産業計、事業所規模5人以上。
　　　5）前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した指数から算出している。

（単位　円、％）
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〜
九
月
平
均
で
み
る
と
、
同
〇
・
四
％
減
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
事
業
所
規
模
五
人
以

上
の
動
き
に
対
し
、
事
業
所
規
模
三
〇
人
以

上
に
限
っ
て
所
定
内
給
与
の
動
き
を
み
る
と
、

二
〇
〇
七
年
一
〜
九
月
平
均
は
対
前
年
同
期

比
〇
・
四
％
増
と
増
加
し
て
お
り
、
従
業
員

数
五
人
以
上
三
〇
人
未
満
の
小
規
模
事
業
所

に
お
い
て
、
所
定
内
給
与
が
減
少
し
て
い
る

こ
と
が
わ
か
る
。

な
お
、
厚
生
労
働
省
調
べ
の
二
〇
〇
七
年

の
民
間
主
要
企
業
（
資
本
金
一
〇
億
円
以
上

か
つ
従
業
員
一
〇
〇
〇
人
以
上
の
労
働
組
合

が
あ
る
企
業
二
八
一
社
）
の
春
季
賃
上
げ
要

求
・
妥
結
状
況
で
は
、
妥
結
額
五
八
九
〇
円
、

賃
上
げ
率
一
・
八
七
％
（
二
〇
〇
六
年
同
五

六
六
一
円
、
一
・
七
九
％
）
と
な
り
、
額
・

率
と
も
に
四
年
連
続
で
前
年
の
調
査
結
果
を

上
回
っ
て
い
る
。

ま
た
、
厚
生
労
働
省
「
賃
金
構
造
基
本
統

計
調
査
」
に
よ
り
、
二
〇
〇
六
年
三
月
新
規

学
卒
者
の
学
歴
別
初
任
給
を
み
る
と
、
男
女

計
で
は
、
大
卒
一
九
万
六
三
〇
〇
円
（
前
年

比
一
・
二
％
増
）、
高
専
・
短
大
卒
一
六
万

八
五
〇
〇
円
（
同
一
・
一
％
増
）、
高
卒
一

五
万
四
四
〇
〇
円
（
同
一
・
〇
％
増
）
と
な

り
、
全
て
の
学
歴
で
前
年
を
上
回
っ
た
。

春
季
賃
上
げ
要
求
・
妥
結
状
況
が
前
年
比

プ
ラ
ス
と
な
っ
た
に
も
関
わ
ら
ず
、「
毎
月
勤

労
統
計
調
査
」
に
お
け
る
所
定
内
給
与
は
減

少
が
続
い
て
い
る
。
所
定
内
給
与
の
変
化
率

を
一
般
労
働
者
の
給
与
の
寄
与
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
者
の
給
与
の
寄
与
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
構
成
比
寄
与
に
そ
れ
ぞ
れ
分
け
て

み
る
と
、
一
般
労
働
者
の
給
与
の
寄
与
が
所

定
内
給
与
の
変
化
率
に
対
し
て
一
〜
九
月
期

平
均
で
〇
・
一
％
ポ
イ
ン
ト
の
引
下
げ
寄
与

と
な
っ
て
お
り
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の

構
成
比
寄
与
が
〇
・
二
％
ポ
イ
ン
ト
の
引
下

げ
寄
与
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
給
与
寄

与
が
〇
・
一
％
ポ
イ
ン
ト
の
引
上
げ
寄
与
と

な
っ
て
い
る
（
第
16
図
）。
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
の
給
与
は
一
般
労
働
者
の
給
与
に
比

し
て
低
い
た
め
、
そ
の
構
成
比
が
高
ま
れ
ば

全
体
の
給
与
の
引
下
げ
に
つ
な
が
る
。
ま
た
、

増
加
し
て
い
る
一
般
労
働
者
の
中
に
は
、
正

社
員
以
外
の
者
も
含
ま
れ
て
い
る
と
み
ら
れ
、

こ
の
よ
う
な
就
業
構
成
の
変
化
要
因
が
、
給

与
の
引
下
げ
要
因
と
し
て
作
用
し
て
い
る
と

考
え
ら
れ
る
。
平
成
一
九
年
版
労
働
経
済
白

書
で
は
、
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等
の

比
率
の
上
昇
が
一
人
あ
た
り
雇
用
者
報
酬
の

減
少
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る
と
指
摘
し
て

い
る
（
平
成
一
九
年
度
版
労
働
経
済
の
分
析

二
一
九
頁
第
３―

（
２
）―

14
図
）。

な
お
、
二
〇
〇
七
年
の
賃
金
の
動
き
に
つ

い
て
、
相
対
的
に
賃
金
の
高
い
団
塊
の
世
代

が
退
職
し
、
嘱
託
等
で
働
い
て
い
る
こ
と
が
、

賃
金
の
低
下
に
影
響
し
て
い
る
と
の
見
方
が

あ
る
が
、「
１
．
雇
用
・
失
業
の
動
向
」
で
み

た
と
お
り
、
六
〇
〜
六
四
歳
層
に
お
け
る
雇

用
者
増
は
正
社
員
に
よ
る
も
の
が
多
く
団
塊

の
世
代
の
就
業
構
成
変
化
要
因
に
よ
る
賃
金

押
し
下
げ
効
果
は
小
さ
い
も
の
と
考
え
ら
れ

る
。
近
年
の
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等

の
比
率
に
つ
い
て
は
、
男
女
と
も
二
五
〜
三

四
歳
層
で
上
昇
し
て
お
り
、
若
年
者
層
で
の

不
安
定
就
業
の
広
が
り
は
、
職
業
能
力
の
蓄

積
の
面
か
ら
問
題
で
あ
る
と
同
時
に
、
所
得

の
低
下
要
因
と
し
て
作
用
す
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
る
。

（
所
定
外
給
与
の
伸
び
の
鈍
化
と
特
別
給
与

の
減
少
）

所
定
外
給
与
は
、
二
〇
〇
二
年
七
〜
九
月

期
に
増
加
に
転
じ
て
以
降
、
21
四
半
期
連
続

で
増
加
し
て
い
る
が
、
二
〇
〇
六
年
の
前
年

比
二
・
六
％
の
伸
び
に
対
し
、
二
〇
〇

七
年
一
〜
三
月
期
に
前
年
同
期
比
〇
・

四
％
増
、
四
〜
六
月
期
同
一
・
二
％
増
、

七
〜
九
月
期
同
〇
・
八
％
増
と
伸
び
は

鈍
化
し
て
お
り
、
二
〇
〇
七
年
一
〜
九

月
期
平
均
で
同
〇
・
九
％
増
と
な
っ
た
。

特
別
給
与
は
、
一
九
九
八
年
以
降
前
年

比
マ
イ
ナ
ス
が
続
い
て
い
た
が
、
二
〇

〇
四
年
七
〜
九
月
期
に
前
年
同
期
比
で

プ
ラ
ス
に
転
じ
て
以
降
10
四
半
期
連
続

で
増
加
が
続
い
て
い
た
。
し
か
し
、
二

〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
以
降
前
年
同
期

比
で
減
少
し
て
お
り
、
二
〇
〇
七
年
一

〜
九
月
期
平
均
で
同
二
・
〇
％
減
と
な

っ
た
。

（
夏
季
賞
与
は
産
業
計
で
み
て
減
少
）

特
別
給
与
の
大
部
分
は
賞
与
で
あ
る

が
、
こ
の
う
ち
夏
季
賞
与
（
六
〜
八
月

第16図　所定内給与の増減要因（前年（同期）比）
（パートタイム労働者の影響）

第17図　売上高、経常利益及び人件費の推移

資料出所　財務省「法人企業統計季報」（全産業・全規模
　（注）　1）　シャドー部分は景気後退期。

2）　人件費＝役員給与＋従業員給与＋福利厚生費

資料出所 　厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室試算
（注）　1） 　一般労働者とパートタイム労働者の双方を含む常用労働者全体の所定内給与の増減

率に対し、一般労働者の所定内給与の増減、パートタイム労働者の所定内給与の増減、
一般労働者とパートタイム労働者の構成比の変化の3つの要素が与えた影響の度合い
を示したものである。
　　具体的な要因分解の方法は、次式による。

　

　W　：所定内給与
　（‾は労働者計、添字ｎは一般労働者、ｐはパートタイム労働者、Δは対前年同期からの
　増減を示す）
　ｒ  ：パートタイム労働者の構成比
2）　調査産業計、事業所規模5人以上。
3） 　常用労働者全体、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、所定内給与
指数に基準数値を乗じて所定内給与の時系列接続が可能となるように修正した実数値
を算出し、これらの数値をもとにパートタイム労働者構成比を推計している。

4）　2006年の数値については、1～9月期の単純平均から算出している。
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の
特
別
給
与
の
う
ち
賞
与
と
し
て
支
給
さ
れ

た
給
与
を
集
計
し
た
も
の
）の
支
給
状
況（
事

業
所
規
模
五
人
以
上
）
を
み
る
と
、
二
〇
〇

七
年
は
支
給
額
四
〇
万
七
六
三
七
円
、
前
年

比
一
・
一
％
減
と
、
三
年
ぶ
り
の
減
少
と
な

っ
た
。
た
だ
し
、
製
造
業
で
は
、
支
給
額
五

一
万
一
二
六
四
円
、
前
年
比
一
・
七
％
増
と

増
加
が
続
い
て
い
る
。

（
労
働
分
配
率
で
み
た
企
業
の
人
件
費
負
担)

財
務
省
「
法
人
企
業
統
計
調
査
」
に
よ
り
、

売
上
高
、
経
常
利
益
、
人
件
費
の
推
移
を
み

る
と
、
売
上
高
は
、
一
九
九
一
年
度
を
ピ
ー

ク
に
景
気
後
退
過
程
で
低
下
す
る
動
き
が
み

ら
れ
、
全
体
と
し
て
減
少
傾
向
で
推
移
し
て

き
た
が
、
二
〇
〇
二
年
度
を
底
と
し
て
増
加

に
転
じ
た
。
売
上
高
の
拡
大
に
伴
っ
て
、
経

常
利
益
は
増
加
し
て
お
り
、
売
上
高
は
二
〇

〇
五
年
度
以
降
、
経
常
利
益
も
二
〇
〇
四
年

度
以
降
最
高
値
を
更
新
し
て
い
る
。
ま
た
、

人
件
費
は
、
今
回
の
景
気
回
復
期
の
当
初
は

減
少
し
て
い
た
が
、
二
〇
〇
四
年
度
以
降
は

従
業
員
数
の
増
加
に
伴
い
緩
や
か
に
増
加
し

て
い
る
。
た
だ
し
、
売
上
高
の
拡
大
傾
向
と

比
べ
る
と
、
そ
の
伸
び
は
必
ず
し
も
大
き
な

も
の
で
は
な
い
（
第
17
図
）。

法
人
企
業
統
計
調
査
の
労
働
分
配
率
を
み

る
と
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
大
き
く
上
昇
し
、
そ

の
後
も
経
済
が
低
成
長
を
続
け
る
中
で
、
高

水
準
で
推
移
し
て
き
た
。
今
回
の
景
気
拡
大

過
程
で
は
付
加
価
値
の
増
大
が
大
き
く
、
人

件
費
の
伸
び
が
抑
制
さ
れ
て
い
る
た
め
労
働

分
配
率
は
大
き
く
低
下
し

て
お
り
、
二
〇
〇
四
年
度

に
は
六
九
・
八
％
に
ま
で

低
下
し
た
。
そ
の
後
、
二

〇
〇
五
年
度
に
は
七
〇
・

〇
％
と
い
っ
た
ん
は
上
昇

し
た
も
の
の
、
二
〇
〇
六

年
度
に
は
六
九
・
三
％
と

再
び
低
下
し
て
い
る
。
ま

た
、
内
閣
府
「
国
民
経
済

計
算
」
に
よ
っ
て
労
働
分

配
率
を
み
る
と
、
二
〇
〇

五
年
は
七
〇
・
六
％
と
な

っ
て
い
る
（
第
18
図
）。

（
２
）労
働
時
間
の
動
向

（
総
実
労
働
時
間
は
増

加
）「

毎
月
勤
労
統
計
調

査
」（
調
査
産
業
計
、
事
業

所
規
模
五
人
以
上
）
に
よ

る
と
、
二
〇
〇
七
年
一
〜

九
月
期
に
お
け
る
総
実
労
働
時
間
は
、
月
平

均
一
五
〇
・
〇
時
間
で
前
年
同
期
比
〇
・
七

％
減
と
な
っ
た
。
そ
の
内
訳
を
み
る
と
、
所

定
内
労
働
時
間
は
月
平
均
一
三
九
・
〇
時
間

で
前
年
同
期
比
〇
・
八
％
減
、
所
定
外
労
働

時
間
は
月
平
均
一
一
・
〇
時
間
で
同
〇
・
八

％
増
と
な
っ
て
い
る
（
第
19
表
）。

総
実
労
働
時
間
は
、
二
〇
〇
五
年
は
所
定

外
労
働
時
間
の
増
加
幅
が
縮
小
し
た
こ
と
と

所
定
内
労
働
時
間
の
減
少
幅
が
拡
大
し
た
こ

と
か
ら
減
少
と
な
っ
た
が
、
二
〇
〇
六
年
に

は
、
所
定
外
労
働
時
間
の
増
加
幅
が
再
び
拡

大
し
所
定
内
労
働
時
間
も
増
加
し
た
た
め
総

実
労
働
時
間
は
増
加
し
た
。
二
〇
〇
七
年
一

〜
九
月
期
は
、
所
定
外
労
働
時
間
の
増
加
幅

が
縮
小
し
、
所
定
内
労
働
時
間
が
減
少
し
た

こ
と
か
ら
、
総
実
労
働
時
間
は
減
少
し
て
い

る
。

（
増
加
幅
を
縮
小
さ
せ
て
い
る
所
定
外
労
働

時
間
）

所
定
外
労
働
時
間
は
、
二
〇
〇
二
年
に
景

気
の
底
入
れ
に
伴
っ
て
減
少
幅
が
縮
小
し
た

後
、
同
年
七
〜
九
月
期
に
６
四
半
期
ぶ
り
に

増
加
に
転
じ
て
以
来
、
二
〇
〇
七
年
七
〜
九

月
期
ま
で
に
一
四
半
期
連
続
の
増
加
と
な
っ

て
い
る
。
二
〇
〇
六
年
は
増
加
幅
が
拡
大
傾

向
に
あ
っ
た
が
（
前
年
比
二
・
六
％
増
）、

二
〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
前
年
同
期
比
一
・

九
％
増
、
四
〜
六
月
期
同
〇
・
六
％
増
、
七

〜
九
月
期
同
〇
・
四
％
増
と
、
二
〇
〇
七
年

に
入
り
増
加
幅
は
縮
小
傾
向
に
あ
る
。

（
所
定
内
労
働
時
間
は
減
少
）

所
定
内
労
働
時
間
は
、
二
〇
〇
五
年
に
は

五
年
連
続
の
減
少
と
な
り
、
減
少
幅
を
拡
大

第18図　労働分配率の推移

資料出所　内閣府「国民経済計算」　財務省「法人企業統計調査」
（注）　1） 国民経済計算の値は暦年、法人企業統計調査の値は年度のデータである。

　　　2） 労働分配率(法人企業統計調査)＝
人件費
付加価値

　　　3） 労働分配率（国民経済計算）＝
雇用者報酬
国民所得

　　　4） 国民経済計算の値は、2004年までしか公表されていない。
　　　5） 国民経済計算ベースの労働分配率は、労働政策担当参事官室で、遡及推計している。

年・期
総実労働時間

所定内労
働時間

所定外労
働時間〔一般労働者〕 〔パートタイム労働者〕

時間
2002 年 152.1 168.1 95.1 142.6  9.5
03 152.3 168.7 95.9 142.3 10.0
04 151.3 170.0 95.8 141.0 10.3
05 150.2 169.0 95.0 139.8 10.4
06 150.9 170.1 94.8 140.2 10.7
06 (1-9) 151.1 167.9 97.4 140.2 10.9
07 (1-9) 150.0 168.2 97.4 139.0 11.0

前年比
2002 年 -0.9 0.0 -2.5 -1.0 1.1
03 -0.1 0.4 0.8 -0.3 4.6
04 0.2 0.6 0.2 -0.2 3.3
05 -0.6 -0.6 -0.4 -0.7 1.1
06 0.5 0.7 -0.3 0.3 2.6
07 (1-9) -0.7 0.1 0.0 -0.8 0.8

前年同期比
2006 Ⅰ 0.6 [ 100.7] 0.8 0.8 0.5 2.2

Ⅱ 0.4 [100.2 ] 0.8 -0.6 0.2 2.9
Ⅲ 0.0 [ 100.2] 0.2 -0.8 -0.2 3.0
Ⅳ 0.6  [100.7] 0.9 -0.5 0.4 2.5

2007 Ⅰ -0.8  [99.9 ] -0.3 -2.0 -0.9 1.9
Ⅱ -0.3   [99.9] 0.3 -1.5 -0.3 0.6
Ⅲ -1.1  [99.2 ] -0.4 -2.0 -1.0 0.4

第19表　内訳別労働時間の推移

資料出所　　厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）　1）　 2006(1-9)及び2007(1-9)については1～9月期についてみており、時間は各月の時間の単純平均、

前年比は各月の指数の単純平均から算出している。
　　　2)　 ［　］内は総実労働時間の季節調整済指数。
　　　　　季節調整の方法は、センサス局法（X-12ARIMAのなかのX-11デフォルト）による。
　　　3)　調査産業計、事業所規模5人以上。
　　　4)　 前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した指数から算出

している。

（単位　時間、％）
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さ
せ
た
。
二
〇
〇
六
年
に
は
い
っ
た
ん
増
加

し
た
も
の
の
、
二
〇
〇
七
年
に
入
り
一
〜
三

月
期
前
年
同
期
比
〇
・
九
％
減
、
四
〜
六
月

期
同
〇
・
三
％
減
、
七
〜
九
月
期
同
一
・
〇

％
減
と
減
少
が
続
い
て
い
る
。

３　

勤
労
者
家
計
の
動
向

（
１
）物
価
の
概
況

（
国
内
企
業
物
価
は
上
昇
幅
が
拡
大
）

二
〇
〇
七
年
七
月
に
原
油
価
格
が
既
往
最

高
値
を
更
新
す
る
な
ど
素
材
価
格
の
高
騰
が

続
い
た
こ
と
を
反
映
し
て
、
二
〇
〇
七
年
の

国
内
企
業
物
価
は
総
じ
て
上
昇
傾
向
で
推
移

し
て
い
る
。
四
半
期
ご
と
の
推
移
を
み
る
と
、

二
〇
〇
六
年
一
〜
三
月
期
前
期
比
二
・
〇
％

上
昇
、
四
〜
六
月
期
同
二
・
四
％
上
昇
、
七

〜
九
月
期
同
一
・
五
％
上
昇
と
な
っ
た
。

品
目
分
類
別
に
み
る
と
、
国
際
的
な
素
材

価
格
の
上
昇
が
続
い
て
い
る
こ
と
な
ど
を
背

景
に
、
製
材
・
木
製
品
、
化
学
製
品
、
鉄
鋼
、

非
鉄
金
属
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
類
な
ど
で
物
価
の

上
昇
が
み
ら
れ
た
。

原
油
価
格
や
鉄
鋼
を
は
じ
め
と
す
る
内
外

商
品
市
況
の
上
昇
が
需
要
段
階
別
に
ど
の
よ

う
に
波
及
し
て
き
た
か
を
み
る
と
、
素
原
材

料
と
中
間
財
は
上
昇
傾
向
に
あ
る
が
、
最
終

財
に
つ
い
て
は
、
前
期
比
横
ば
い
圏
内
で
推

移
し
て
い
る
。

（
企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価
格
は
全
体
と
し
て

上
昇
）

企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価
格
の
総
平
均
は
、

二
〇
〇
六
年
八
月
以
降
上
昇
傾
向
に
転
じ
、

二
〇
〇
七
年
に
入
り
一
〜
三
月
期
前
年
同
期

比
〇
・
五
％
上
昇
、
四
〜
六
月
期
同
一
・
三

％
上
昇
、
七
〜
九
月
期
同
一
・
三
％
上
昇
と
、

上
昇
幅
を
拡
大
さ
せ
て
い
る
。

品
目
分
類
別
に
み
る
と
、
金
融
・
保
険
、

通
信
・
放
送
、
リ
ー
ス
・
レ
ン
タ
ル
で
低
下

し
て
い
る
が
、
運
輸
・
情
報
サ
ー
ビ
ス
、
不

動
産
な
ど
で
上
昇
し
て
い
る
。

（
消
費
者
物
価
は
マ
イ
ナ
ス
基
調
で
推
移
）

消
費
者
物
価
は
、
生
鮮
食
品
を
除
く
総
合

指
数
で
み
て
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
に
前
年

同
月
比
〇
・
一
％
上
昇
と
な
り
、
八
カ
月
連

続
で
上
昇
が
続
い
た
が
、
二
〇
〇
七
年
一
月

に
保
合
い
と
な
っ
た
後
、
二
月
に
対
前
年
同

月
比
〇
・
一
％
下
落
と
な
り
、
マ
イ
ナ
ス
基

調
で
推
移
し
て
い
る
。

生
鮮
食
品
を
除
く
総
合
指
数
は
、
一
〜
三

月
期
前
年
同
月
比
〇
・
一
％
下
落
、
四
〜
六

月
期
同
〇
・

一
％
下
落
、
七
〜
九
月
期
同
〇
・
一
％
下

落
と
な
り
、
生
鮮
食
品
を
含
む
総
合
指
数
は
、

一
〜
三
月
期
前
年
同
期
比
〇
・
一
％
下
落
、

四
〜
六
月
期
同
〇
・
一
％
下
落
、
七
〜
九
月

期
同
〇
・
二
％
下
落
と
な
っ
て
い
る
。

生
鮮
食
品
を
含
む
総
合
指
数
を
商
品
・
サ

ー
ビ
ス
別
に
み
る
と
、
一
般
商
品
は
二
〇
〇

六
年
を
通
じ
て
下
落
幅
を
縮
小
さ
せ
て
き
た

が
、
二
〇
〇
七
年
に
入
っ
て
も
依
然
と
し
て

下
落
に
寄
与
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
教
養
娯

楽
用
耐
久
財
や
家
庭
用
耐
久
財
の
下
落
や
米

類
の
下
落
が
影
響
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

生
鮮
商
品
は
、
二
〇
〇
六
年
央
に
上
昇
寄
与

が
大
き
か
っ
た
が
、
二
〇
〇
七
年
に
入
っ
て

天
候
不
順
等
の
影
響
が
少
な
く
野
菜
、
果
物

価
格
は
安
定
的
に
推
移
し
た
こ
と
か
ら
、
上

昇
寄
与
は
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
電

力
料
金
の
引
上
げ
や
上
下
水
道
料
金
の
引
き

上
げ
が
影
響
し
公
共
料
金
は
上
昇
寄
与
と
な

っ
た
。
石
油
関
連
製
品
は
二
〇
〇
四
年
四
〜

六
月
期
に
上
昇
に
転
じ
て
以
降
上
昇
が
続
い

て
い
る
が
、
物
価
上
昇
に
対
す
る
寄
与
は
縮

小
し
て
い
る(

第
20
図
）。

な
お
、
食
料
（
酒
類
を
除
く
）
及
び
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
除
く
総
合
指
数
で
み
る
と
、
一
〜

三
月
期
前
年
同
期
比
〇
・
三
％
下
落
、
四
〜

六
月
期
同
〇
・
三
％
下
落
、
七
〜
九
月
期
同

〇
・
三
％
下
落
と
、
さ
ら
に
減
少
幅
は
大
き

く
な
っ
て
い
る
。

（
２
）家
計
消
費
の
概
況

（
家
計
消
費
、
実
収
入
と
も
に
２
年
ぶ
り
に

増
加
の
見
込
み
）

総
務
省
統
計
局
「
家
計
調
査
」
に
よ
る
と
、

勤
労
者
世
帯
の
消
費
支
出
は
、
二
〇
〇
七
年

一
〜
九
月
平
均
で
前
年
同
期
比
名
目
〇
・
八

％
増
、
同
実
質
〇
・
九
％
増
と
な
っ
た
。
四

半
期
ご
と
の
消
費
支
出
の
推
移
を
み
る
と
、

二
〇
〇
七
年
第
１
四
半
期
は
名
目
、
実
質
と

も
に
減
少
と
な
っ
て
い
た
が
、
第
２
四
半
期
、

第
３
四
半
期
連
続
で
増
加
し
て
お
り
、
増
加

幅
も
拡
大
し
て
い
る
（
第
21
表
）。

四
半
期
ご
と
に
消
費
支
出
の
特
徴
を
、
実

質
増
減
率
（
対
前
年
同
期
比
）
で
み
る
と
、

二
〇
〇
七
年
一
〜
三
月
期
は
、
暖
冬
の
影
響

か
ら
か
春
物
衣
料
な
ど
が
好
調
に
推
移
し
た

た
め
、
被
服
及
び
履
物
が
八
・
九
％
増
と
な

り
、
宿
泊
料
を
含
む
教
養
娯
楽
も
四
・
七
％

増
と
な
っ
た
。
一
方
、
光
熱
費
や
冷
暖
房
器

具
な
ど
は
減
少
し
、
光
熱
・
水
道
が
六
・
三

％
減
、
家
具
・
家
事
用
品
が
四
・
七
％
減
と

な
っ
て
い
る
。
交
通
・
通
信
は
、
原
油
高
の

影
響
等
を
受
け
軽
自
動
車
の
購
入
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
七
・
七
％
増
と
な
っ
た
。

四
〜
六
月
期
は
、
家
具
・
家
事
用
品
が
二
・

八
％
増
、
被
服
及
び
履
物
が
二
・
一
％
増
な

ど
新
生
活
を
ス
タ
ー
ト
す
る
も
の
に
関
連
し

た
費
目
の
増
加
が
み
ら
れ
た
。
ま
た
、
私
立

学
校
へ
の
進
学
が
増
加

し
た
こ
と
の
影
響
な
ど

に
よ
り
教
育
が
一
一
・

五
％
増
と
高
い
伸
び
を

み
せ
て
い
る
。
教
養
娯

楽
は
五
・
四
％
増
と
な

っ
て
お
り
、
教
養
娯
楽

用
耐
久
財
、
教
養
娯
楽

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
増
加

が
み
ら
れ
る
。

七
〜
九
月
期
は
、
梅

雨
明
け
の
遅
れ
が
あ
っ

た
も
の
の
、
そ
の
後
の

猛
暑
の
影
響
で
、
飲
料

を
含
む
食
料
が
二
・
二

％
増
、
冷
暖
房
用
器
具

を
含
む
家
具
・
家
事
用

品
が
五
・
一
％
増
と
な

っ
た
。
費
目
別
に
み
て
、

一
番
高
い
伸
び
を
み
せ

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室試算
　（注）　１）　2007年については１～９月期の単純平均から算出している。
　　　　２）　消費者物価指数（財・サービス分類）を以下のとおり一部組み替えている。
　　　　　　 一般商品：石油関連品を除く工業製品、米類、出版物等　　　
　　　　　 　サービス ：公共サービスを除くサービス
　　　　　　 生鮮商品：生鮮野菜、生鮮果物、生鮮魚介、肉類等
　　　　　　 石油関連品：灯油、プロパンガス、ガソリン
　　　　　 　公共料金：公共サービス、電気・都市ガス・水道

第20図　消費者物価上昇率に対する財・サービス分類別寄与度の推移
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た
の
は
テ
レ
ビ
を
含
む
教
養
娯
楽
用
耐
久
財

で
、
教
養
娯
楽
が
一
三
・
〇
％
増
と
な
っ
て

お
り
、
二
〇
一
一
年
に
控
え
た
地
上
デ
ジ
タ

ル
放
送
（
地
デ
ジ
）
対
応
の
薄
型
テ
レ
ビ
へ

の
買
い
換
え
の
影
響
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

実
質
消
費
支
出
の
動
き
を
季
節
調
整
値
で

み
る
と
、
一
〜
三
月
期
前
期
比
横
ば
い
、
四

〜
六
月
期
同
〇
・
二
％
減
と
な
っ
た
後
、
七

〜
九
月
期
同
一
・
三
％
増
と
な
っ
た
。

勤
労
者
世
帯
の
実
収
入
の
動
き
を
み
る
と
、

二
〇
〇
七
年
一
〜
九
月
平
均
で
前
年
同
期
比

名
目
一
・
三
％
増
、
同
実
質
一
・
四
％
増
と

名
目
、
実
質
と
も
二
年
ぶ
り
の
増
加
と
な
っ

た
。
こ
の
よ
う
に
、
二
〇
〇
七
年
は
、
家
計

消
費
、
実
収
入
と
も
に
、
二
年
ぶ
り
に
増
加

す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。
勤
め
先
収
入
の

四
半
期
ご
と
の
推
移
を
み
る
と
、
二
〇
〇
七

年
一
〜
三
月
期
は
、
実
質
前
年
同
期
比
一
・

七
％
増
、
四
〜
六
月
期
は
同
三
・
六
％
増
と

な
っ
て
い
る
が
、
七
〜
九
月
期
は
同
一
・
六

％
減
と
な
っ
て
い
る
。
勤
め
先
収
入
の
中
で

増
加
が
大
き
い
の
は
臨
時
収
入
と
な
っ
て
お

り
、
第
１
四
半
期
か
ら
連
続
で
大
き
な
増
加

を
示
し
て
い
る
。

消
費
支
出
の
二
〇
〇
七
年
一
〜
九
月
平
均

の
前
年
同
期
比
実
質
〇
・
九
％
増
に
対
し
て
、

実
収
入
、
非
消
費
支
出
、
平
均
消
費
性
向
、

消
費
者
物
価
が
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
程
度
寄

与
し
た
か
を
み
て
み
る
と
、
①
実
収
入

は
一
・
六
％
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
寄
与
、
②
非

消
費
支
出
は
〇
・
五
％
ポ
イ
ン
ト
の
減
少
寄

与
、
③
平
均
消
費
性
向
は
〇
・
二
％
ポ
イ
ン

ト
の
減
少
寄
与
、
④
消
費
者
物
価
は
〇
・
一

％
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
寄
与
、
と
な
っ
た
。

な
お
、
二
〇
〇
七
年
は
賃
金
の
伸
び
に
力

強
さ
が
欠
け
る
が
、
雇
用
が
増
加
す
る
中
で
、

世
帯
に
お
け
る
働
き
手
も
増
え
、
実
収
入
が

増
加
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

（
年
齢
階
級
別
に
み
た
家
計
の
特
徴
）

世
帯
主
の
年
齢
階
級
別
に
、
二
〇
〇
七
年

一
〜
九
月
平
均
の
実
収
入
と
消
費
支
出
の
増

減
の
状
況
を
み
る
と
、
消
費
支
出
は
三
〇
歳

未
満
及
び
五
〇
歳
台
で
増
加
し
て
い
る
が
、

そ
れ
以
外
の
年
齢
階
級
で
は
減
少
し
て
い
る
。

実
収
入
は
世
帯
主
の
年
齢
階
級
別
に
み
て
、

す
べ
て
の
世
帯
に
お
い
て
増
加
し
て
お
り
、

平
均
消
費
性
向
は
五
〇
歳
台
を
除
く
す
べ
て

の
年
齢
階
級
に
お
い
て
低
下
し
て
い
る
。
特

に
、
三
〇
歳
未
満
及
び
六
〇
歳
以
上
に
お
い

て
そ
の
低
下
幅
は
大
き
い
（
第
22
図
）。

年
齢
階
級
別
に
み
た
一
年
間
の
消
費
支
出

の
費
目
別
割
合
（
二
〇
〇
四
年
）
を
み
る
と
、

三
〇
歳
未
満
で
は
住
居
や
交
通
・
通
信
の
割

合
が
他
の
年
齢
階
級
に
比
べ
大
き
く
、
四
〇

歳
台
で
は
食
料
や
教
育
の
割
合
が
他
の
年
齢

階
級
に
比
べ
る
と
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
六

〇
歳
以
上
に
な
る
と
、
保
健
医
療
の
割
合
が

大
き
く
な
る
（
第
23
図
）。

さ
ら
に
消
費
費
目
を
一
九
九
九
年
に
対
す

る
二
〇
〇
四
年
の
構
成
比
ポ
イ
ン
ト
差
で
み

資料出所　総務省統計局「家計調査」、「消費者物価指数」から厚生労働省労働政策担当参事官室にて算出
　（注）　1） 指数（季節調整値）の欄は、2005年を100とした指数である。
　　　　2） 平均消費性向の前年比、指数（季節調整値）の欄には水準、前年同期比の欄には前年同期とのポイント

差を示している。
　　　　3）消費者物価指数は「持ち家の帰属家賃を除く総合指数」である。
　　　　4） ［　］内は消費支出の実質増減率への寄与度であり、その合計は実質消費支出の増減率に等しくなる

（ただし、計算上の誤差や四捨五入の関係から必ずしも一致はしない）。
　　　　　  具体的には、以下の算式で算定した。

第21表　家計主要項目（全国勤労者世帯）と実質消費の増減要因

Ｃ／Ｐ＝Ｙｄ　・　Ｃ／Ｙｄ　・（１／Ｐ）及びＹｄ＝Ｉ－Ｎ＝Ｉ（１－Ｈ）より、
・　 　　　・　　　　　・　　　　　　　　・　　　  　　 ・　　　　　

（Ｃ／Ｐ）＝   Ｉ　＋   （１－Ｈ）　＋      （Ｃ／Ｙｄ）　－    Ｐ　

実質消費支出変化率
実収入効果

非消費支出比率効果
消費性向効果

消費者物価効果

　Ｃ ： 消費支出
Ｙｄ ： 名目可処分所得
　Ｐ ： 消費者物価
　 I  ： 実収入
　Ｎ ： 非消費支出
　Ｈ ： 非消費支出比率（非消費支出／実収入）
　　ただし、変数の上の・はそれぞれの前年比増減率を表す。

年･期 消費支出 実収入 平均消費
性向

消費者物価     
指数可処分所得 非消費支出

名目 実質 名目 実質 名目 名目
前年比［実質消
費支出への寄与］
2005年 -0.6 -0.2 -1.3 [-1.5] -0.9 -1.1 -2.3 [ 0.4] 74.7 [ 0.4] 0.0 [ 0.0]
06 -2.8 -3.1 0.2 [ 0.2] -0.1 0.1 1.0 [-0.2] 72.5 [-2.2] -0.4 [ 0.4]
07 (1~9月) 0.8 0.9 1.3 [ 1.6] 1.4 1.1 2.3 [-0.5] 76.8 [-0.2] -0.1 [ 0.1]

前年同期比
2007年        Ⅰ -0.6 -0.6 2.2 2.2 2.6 -0.1 -2.7 0.0

Ⅱ 0.2 0.3 3.5 3.6 3.5 3.3 -2.3 -0.1
Ⅲ 3.0 3.2 -1.7 -1.5 -2.6 3.2 4.2 -0.2

指数(季節調整
値)
2006年        Ⅰ 97.9 97.9 97.9 97.8 98.0 74.6

Ⅱ 97.0 96.8 97.1 96.8 97.0 74.6
Ⅲ 95.8 95.3 102.0 101.3 101.8 70.2
Ⅳ 97.9 97.3 103.1 102.9 102.5 71.3

07 Ⅰ 97.3 97.3 100.0 99.9 100.4 72.3
Ⅱ 97.2 97.1 100.5 100.3 100.4 72.2
Ⅲ 98.7 98.4 100.2 99.8 99.1 74.3

第22図　 年齢階級別実収入、消費支出及び平均消費性向の動向
（全国勤労者世帯、2007年１～９月平均）

資料出所　 総務省統計局「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を含む））「消費者物価指数」から厚生労働省
労働政策担当参事官室にて推計

　　（注）　 消費支出の変化率及び実収入の変化率は2007年1～9月値の対前年同期比率。平均消費性向の変化
差は2007年1～9月値の対前年同期変化差である。

第23図　年齢階級別・消費支出割合（2004年）

資料出所　総務省統計局「全国消費実態調査」

（単位　％）
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る
と
、
交
通
・
通
信
の
拡
大
が
大
き
く
、
食

料
な
ど
の
縮
小
が
目
立
っ
て
い
る
。
こ
れ
を

年
齢
階
級
別
に
み
る
と
、
拡
大
幅
の
大
き
い

交
通
・
通
信
は
三
〇
歳
未
満
で
特
に
大
き
く
、

年
齢
が
上
が
る
に
つ
れ
て
小
さ
く
な
る
。
ま

た
四
〇
歳
台
及
び
五
〇
歳
台
で
は
、
教
育
の

拡
大
幅
が
大
き
い
（
第
24
図
）。

三
〇
歳
未
満
で
は
、
収
入
が
少
な
い
中
で
、

通
信
な
ど
へ
の
支
出
割
合
が
高
ま
っ
て
お
り
、

四
〇
〜
五
〇
歳
台
で
は
、
子
ど
も
の
教
育
費

な
ど
に
支
出
を
増
や
す
傾
向
が
強
ま
っ
て
い

る
。
ま
た
、
六
〇
歳
以
上
で
は
、
実
収
入
は

増
え
て
い
る
が
、
将
来
へ
の
不
安
な
ど
か
ら

消
費
を
控
え
て
お
り
、
消
費
性
向
も
低
下
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
３
）国
民
の
家
計
に
対
す
る
意
識

（
横
ば
い
傾
向
に
あ
る
消
費
者
心
理
）　

二
〇
〇
七
年
の
消
費
支
出
は
、
実
収
入
の

増
加
や
猛
暑
に
よ
る
天
候
要
因
が
影
響
し
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
二
年
ぶ
り
に
増
加
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
も
の
の
、
二
〇
〇
七
年

一
〜
九
月
平
均
の
平
均
消
費
性
向
は
七
六
・

八
％
と
前
年
差
〇
・
二
％
ポ
イ
ン
ト
低
下
し

て
い
る
。
消
費
性
向
の
低
下
に
は
非
消
費
支

出
の
増
加
の
影
響
も
あ
る
が
、
こ
の
こ
と
は
、

消
費
者
心
理
の
影
響
も
大
き
い
と
考
え
ら
れ

る
。消

費
者
心
理
の
代
表
的
な
指
標
で
あ
る
消

費
者
態
度
指
数
（
季
節
調
整
値
）
を
み
る
と
、

こ
れ
ま
で
総
じ
て
上
昇
傾
向
に
あ
っ
た
も
の

の
、
二
〇
〇
七
年
以
降
は
低
下
傾
向
に
あ
る

（
第
25
図
）。

消
費
者
態
度
指
数
（
季
節
調
整
値
）
を
構

成
す
る
各
項
目
の
中
で
、
今
ま
で
上
昇
テ
ン

ポ
が
最
も
大
き
か
っ
た
の
は
雇
用
環
境
で
あ

る
が
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
期
に
上
昇
し
て

以
降
、
低
下
傾
向
に
あ
る
。
他
の
項
目
に
つ

い
て
は
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
期
ま
た
は
二

〇
〇
七
年
三
月
期
の
い
ず
れ
か
に
上
昇
し
て

以
降
、
低
下
し
て
い
る
。

ま
た
、
景
気
ウ
ォ
ッ
チ
ャ
ー
調
査
に
お
け

る
家
計
動
向
関
連
の
動
き
を
み
る
と
、
景
気

の
先
行
き
判
断
Ｄ
．
Ｉ
．
は
、
二
〇
〇
七
年

五
月
に
は
横
ば
い
を
示
す
五
〇
を
超
え
て
い

た
が
、
景
気
の
現
状
判
断
Ｄ
．
Ｉ
．
は
、
二

〇
〇
六
年
五
月
以
降
横
ば
い
を
示
す
五
〇
を

下
回
っ
て
推
移
し
て
お
り
、
そ
れ
以
降
五
〇

を
上
回
る
こ
と
な
く
低
下
傾
向
で
推
移
し
て

い
る
。
ま
た
、
二
〇
〇
七
年
四
月
以
降
は
、

さ
ら
に
、
低
下
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
（
第

26
図
）。

日
本
銀
行
の
「
生
活
意
識
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
」
に
よ
り
、
一
年
前
と
比
べ
た

世
帯
の
支
出
の
変
化
を
み
る
と
、「
増
え
た
」

及
び
「
変
わ
ら
な
い
」
と
す
る
者
が
八
割
を

占
め
て
い
る
。
支
出
が
増
え
た
と
す
る
者
に

つ
い
て
そ
の
理
由
を
み
る
と
、「
生
活
関
連
の

物
や
サ
ー
ビ
ス
の
値
段
が
上
が
っ
た
か
ら
」

と
す
る
者
が
最
も
多
い
。
ま
た
、
支
出
が
減

っ
た
と
す
る
者
に
つ
い
て
そ
の
理
由
を
み
る

と
、「
収
入
が
減
っ
た
か
ら
」、「
将
来
の
収
入

増
が
見
込
ま
れ
な
い
か
ら
」
と
す
る
者
が
多

く
な
っ
て
い
る
（
第
27
図
）。

収
入
増
加
の
見
通
し
が
立
ち
に
く
い
こ
と

や
、
こ
の
と
こ
ろ
、
原
油
価
格
の
上
昇
や
そ

れ
に
伴
い
一
部
の
商
品
の
価
格
が
上
昇
し
て

資料出所　総務省統計局「全国消費実態調査」
（注）　1）総消費支出額に占める費目別消費支出割合の変化差ポイント。
　　　　2）変化差ポイントは、1999年に対する2004年のポイント差である。

第24図　消費費目・年齢階級別構成比ポイント差（1999-2004年）

第25図　消費者態度指数の推移（一般世帯、季節調整値）

資料出所　内閣府「消費動向調査」
　（注）　消費者態度指数の作成方法は以下のとおり。

1）　まず、「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」の4項目について
消費者の意識を調査する。
　　その際、各調査項目が今後半年間に今よりもどのように変化すると考えているか、5段階評価で
回答を求める。
2）　次に、各調査項目ごとに消費に及ぼす効果に応じて、以下のように5段階評価にそれぞれ点数を
与え、この点数を回答区分（構成比、％）に乗じ、乗じた結果を合計して各調査項目ごとの消費者意
識指標を算出する。
消費者意識指標・・・・
　消費にプラスの回答区分「良くなる」に（＋1）、「やや良くなる」に（＋0.75)、中立の回答区分「変わら
ない」に（＋0.5)、マイナスの回答区分「やや悪くなる」に（＋0.25）、「悪くなる」に（0）の評価を与え、こ
れを各回答区分のそれぞれの構成比（％）に乗じ、合計したものである。
3）　最後に、これら4項目の消費者意識指標（原数値）を単純平均して消費者態度指数（原数値）を算出
する。

　なお、四半期毎に公表する一般世帯の消費者意識指標及び消費者態度指数については、それぞれ別
個に季節調整を行っているため、消費者意識指標（季節調整値）を単純平均しても消費者態度指数（季
節調整値）にはならない。

第26図　家計動向関連D.I.の推移

資料出所　内閣府「景気ウォッチャー調査」
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い
る
こ
と
な
ど
も
あ
り
消
費
者
心
理
を
冷
え

込
ま
せ
る
方
向
に
影
響
し
て
い
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
る
。

な
お
、
第
25
図
に
よ
り
耐
久
消
費
財
の
買

い
時
判
断
を
み
る
と
、
最
近
で
は
下
げ
止
ま

り
を
さ
ぐ
る
動
き
と
な
っ
て
き
て
い
る
。
ま

た
、
消
費
動
向
調
査
に
よ
り
年
齢
階
級
別
の

耐
久
消
費
財
の
買
い
時
判
断
Ｄ
．
Ｉ
．
を
み

る
と
、
二
九
歳
以
下
の
層
で
は
、
近
年
他
の

年
齢
階
級
に
比
べ
低
下
幅
は
低
く
な
っ
て
お

り
、
今
後
に
つ
い
て
は
、
魅
力
あ
る
新
商
品

の
投
入
な
ど
が
あ
れ
ば
若
年
層
を
中
心
に
消

費
が
拡
張
し
て
い
く
こ
と
も
期
待
で
き
よ
う
。

（
第
28
図
）。

（
持
続
的
な
経
済
発
展
に
向
け
求
め
ら
れ
る

勤
労
者
生
活
の
充
実
）

雇
用
者
報
酬
と
民
間
最
終
消
費
支
出
の
関

係
を
み
る
と
、
一
九
八
〇
年
代
か
ら
一
九
九

〇
年
代
半
ば
ま
で
の
景
気
回
復
過
程
で
は
、

雇
用
者
報
酬
の
拡
大
を
も
と
に
民
間
最
終
消

費
支
出
の
伸
び
が
み
ら
れ
た
が
、
一
九
九
八

年
度
か
ら
の
回
復
過
程
や
二
〇
〇
一
年
度
か

ら
の
回
復
過
程
に
お
い
て
は
、
雇
用
者
報
酬

の
削
減
が
み
ら
れ
、
景
気
回
復
に
対
す
る
消

費
の
牽
引
力
は
力
強
さ
を
欠
い
て
い
る
（
平

成
一
九
年
版
労
働
経
済
白
書
一
九
一
頁
第
３

―

（
１
）―

９
図
参
照
）。

今
後
は
、
企
業
部
門
で
先
行
し
て
い
る
経

済
の
回
復
を
雇
用
の
拡
大
、
賃
金
の
上
昇
、

労
働
時
間
の
短
縮
へ
と
バ
ラ
ン
ス
よ
く
配
分

し
て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
内
需
の
自
律
的

な
成
長
に
支
え
ら
れ
た
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た

経
済
成
長
へ
移
行
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
ま
た
、
勤
労
者
家
計
に
お
い
て
将
来

見
通
し
が
立
て
に
く
く
な
り
、
不
安
心
理
が

高
ま
っ
て
い
る
こ
と
も
消
費
購
買
意
欲
の
低

迷
に
影
響
し
て
い
る
も
の
と
み
ら
れ
、
一
人

一
人
の
労
働
者
が
将
来
を
展
望
し
た
長
期
的

な
生
活
設
計
を
行
え
る
よ
う
支
援
し
て
い
く

こ
と
は
、
ま
す
ま
す
重
要
な
課
題
に
な
る
も

の
と
思
わ
れ
る
。

第27図　生活意識と消費支出の動向

資料出所　日本銀行「生活意識に関するアンケート調査（2007年9月調査）」
　 （注）　 支出が増えた理由は、支出が増えた者（38.5％）、支出が減った理由は支出が減った者（19.1％）に

ついて聞いたもの。

第28図　年齢階級別・耐久消費財の買い時判断Ｄ．Ｉ．

資料出所　内閣府「消費動向調査」から厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　（注）　 「良くなる」「やや良くなる」「やや悪くなる」「悪くなる」のそれぞれについて３ヶ月の値を平均し、

「良くなる」「やや良くなる」から「やや悪くなる」「悪くなる」を引いた値である。

ＪＩＬＰＴ 出版物のご案内
職場のトラブル解決の手引き［改訂版］ 
　～個別労働関係紛争判例集～
目　次　0．労働関係法規の適用 

1．雇用関係の開始　
2．雇用関係の展開 
3．雇用関係の終了及び終了後 
4．均等待遇、労働者の人権、女性労働等 
5．非典型労働者・中高年労働者の就業 
6．外国人労働者 

野川忍［監修］
労働政策研究・研修機構［編］
定価：1，575円（税込み）
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